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税務情報 

2023年度税制改正 － 電子帳簿等保存制度関連情報 

国税庁は 6月 30日、2023年度税制改正における電子帳簿等保存制度の改正に
伴う以下の情報を公表しました。 

1. 電子帳簿保存法取扱通達及び趣旨説明の改正 

電子帳簿保存法施行規則の改正等に伴い、取扱いの明確化を図るため、電子帳
簿保存法取扱通達及びこれに係る趣旨説明が改正されました。（趣旨説明には、
お問合せの多い内容に★印が付されています。） 

 「電子帳簿保存法取扱通達の制定について」の一部改正について（法令解釈
通達）（2023年 6月 23日付） 

 電子帳簿保存法取扱通達解説（趣旨説明）（2023年 6月 23日）（PDF 907KB） 

たとえば、電子帳簿保存法取扱通達には、以下の通達が新設又は改正されてい
ます。 

＜法第 7条（電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存）関係＞ 

【検索機能の確保要件】 

改正により、検索機能の確保要件の全てが不要とされるための要件のひとつに、
「国税に関する法律の規定による電磁的記録の出力書面で整然とした形式及び
明瞭な状態で出力され、取引年月日その他の日付及び取引先ごとに整理された
ものの提示又は提出の要求に応じることができるようにしていること。」という
要件が設けられました。 

取扱通達 7－3（新設）では、上記の「取引年月日その他の日付及び取引先ごと
に整理されたもの」の意義が示されています。 

【電子取引に係る猶予措置】 

改正により、申告所得税及び法人税に係る保存義務者が行う電子取引につき、
（1）納税地等の所轄税務署長が、その電子取引の取引情報に係る電磁的記録を
保存要件に従って保存をすることができなかったことについて相当の理由があ
ると認め、かつ、（2）その保存義務者がその電磁的記録及びその電磁的記録の
出力書面（整然とした形式及び明瞭な状態で出力されたものに限ります。）の提
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示又は提出の要求（ダウンロード等の求め）に応じることができるようにして
いる場合には、全ての保存要件を不要として電磁的記録の保存をすることがで
きる猶予措置が設けられました。 

取扱通達 7－12（改正）では、（1）の「相当の理由」の意義が示されています。 

また、取扱通達 7－14（新設）では、（2）の「ダウンロード等の求め」につい
て、その求めに一部でも応じない場合には猶予措置の適用は受けられないこと
及びダウンロード等の求めに応じて行われるその電磁的記録及び出力書面の提
出については、税務職員の求めた状態で提出される必要があること等が示され
ています。 

＜法第 8条（他の国税に関する法律の規定の適用）関係＞ 

【優良な電子帳簿】 

改正により、過少申告加算税の軽減措置に係る申告所得税及び法人税の優良な
電子帳簿の範囲が見直されました。取扱通達 8－2（新設）では、その見直しの
対象となった「その他必要な帳簿」が例示されています。 

2. 電子帳簿保存法一問一答の改訂 

「電子帳簿保存法一問一答（Q&A）～令和 4年 1月 1日以後に保存等を開始す
る方～」のページに、改訂版の一問一答（「令和 6年 1月 1日以後の取扱いに関
するもの」）が掲載されました。（お問合せの多い内容に★印が付されています。） 

■ 電子帳簿保存法一問一答 【電子計算機を使用して作成する帳簿書類関係】
（PDF 1,296KB） 

上記 1.の【優良な電子帳簿】に記載した見直しに伴い、たとえば以下の一問一
答が新設・改訂されています。 

 問 41 では、過少申告加算税の軽減措置の対象となる特例国税関係帳簿につ
いて、優良な電子帳簿の要件を満たして保存等を行い、かつ、あらかじめ本
措置の規定の適用を受ける旨等を記載した届出書を提出している場合には、
その保存等が複数の会計ソフトを使用しているとしても、本措置の適用を受
けることができる旨が明らかにされています。 

 問 42 では、業務上の必要性等から優良な電子帳簿に加えて補助的に作成し
ているノート等がある場合において、税法で定められた記載事項の全てを優
良な電子帳簿としての機能を備えた会計ソフトを用いて青色申告関係帳簿
等に記録・保存しているときは、そのノート等はその記載事項と同内容を記
載した補助資料に過ぎないと考えられるため、そのノート等が優良な電子帳
簿の要件を満たしていないことを理由として過少申告加算税の軽減措置の
適用が受けられなくなることはない旨が明らかにされています。 

■ 電子帳簿保存法一問一答 【スキャナ保存関係】（PDF 953KB） 

改正により、スキャナ保存要件の一部が廃止等されたことを受け、これに係る
一問一答が削除・改訂されています。また、検索機能の確保要件について、たと
えば以下の一問一答が新設されています。 

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/4-3.htm
https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/4-3.htm
https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/00023006-044_03-2.pdf
https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/pdf/00023006-044_03-2.pdf
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 問 41 では、一つの国税関係書類に複数の取引がまとめて記載されているよ
うな場合において、取扱通達に基づき国税関係書類を授受した時点でその発
行又は受領の年月日として記載されている日付をもって検索機能における
記録項目である「取引年月日その他の日付」として用いているときは、「取
引金額」についてもその国税関係書類に記載された取引金額の合計額で検索
できるようにしておく必要がある旨が明らかにされています。（下記の【電
子取引関係】の問 49においても、上記と同様の解説がなされています。） 

■ 電子帳簿保存法一問一答 【電子取引関係】（PDF 780KB） 

改正により、検索機能の確保要件が見直されたことを受け、これに係る一問一
答が新設・改訂されています。また、上記 1.の【電子取引に係る猶予措置】に記
載しているとおり、改正により、申告所得税及び法人税に係る保存義務者が行
う電子取引につき、上記 1.の【電子取引に係る猶予措置】（1）及び（2）の要件
を満たしている場合には、全ての保存要件を不要として電磁的記録の保存をす
ることができる猶予措置が設けられましたが、これを受け、たとえば下記の一
問一答が新設されています。 

 問 61では、上記 1. の【電子取引に係る猶予措置】で挙げた取扱通達 7－12

に基づき、（1）の要件における「相当の理由」について解説されているとと
もに、2022 年度税制改正で設けられた経過措置における「やむを得ない事
情」との違いが示されています。 

 問 65では、上記 1. の【電子取引に係る猶予措置】の（2）の要件における
「整然とした形式及び明瞭な状態で出力されたもの」や「ダウンロード等の
求め」の意義について解説されているとともに、出力書面については、たと
えば書面で保存している国税関係書類と同様に整理する方法で整理してお
く等、税務職員の求めに応じて遅滞なく提示等ができるように、適切に管理
しておくことが望ましい旨が明らかにされています。 
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